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「東アジア低炭素共同体」構想の具現化と
「政策工学」の創成にむけて

─ R-GIRO 特定領域型プロジェクト「低炭素社会構築のための
基盤技術開発と戦略イノベーション」の総括と展望 ─
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Ⅲ．広域低炭素社会及び「東アジア低炭素共同体」構築のための経済社会システムの設計
　1．都市農村連携によるローカル低炭素社会の構築
　2．国際連携による広域低炭素社会─東アジア低炭素共同体の構築
Ⅳ．今後の展望─「政策工学」の創成

Ⅰ．はじめに

低炭素社会の実現は、先進国と途上国が共通に目指すゴールである。しかし、日本はすでに
世界最高の省エネ・高効率化を達成しており、CO2 を一層削減するにはコストが高く、劇的削
減は不可能である。一方、CO2 排出大国である中国は、削減ポテンシャルが高く、費用対効果
が大きいが自助努力に限界がある。しかも経済成長・公害克服と低炭素化のコベネフィットが
明確になると、これは低炭素化政策への強力なインセンティブになろう。そこで、革新的な技
術の開発、経済と社会システムの変革など戦略的イノベーションによる、国境を越えた広域低
炭素社会の実現が重大な課題となる。この課題の解決は、立命館グローバルイノベーション研
究機構（R-GIRO）が目指している自然共生型社会の形成にも合致するものとして、2008 年 8
月より 5 か年特定領域型（環境）研究プロジェクト「低炭素社会構築のための基盤技術開発と
戦略イノベーション」（2008 年 8 月～2013 年 3 月、代表：周　瑋生）が R-GIRO に採択され
た。本稿は、同プロジェクトの概要と成果（一部）をまとめ、「東アジア低炭素共同体」構想
の具現化と「政策工学」の創成に向けたフレームワークの提起を行う。

報　告
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Ⅱ．「低炭素社会構築のための基盤技術開発と戦略イノベーション」
プロジェクトの概要

国境を越えた広域低炭素社会の実現は、温暖化対策に加えて、経済、環境、社会の調和が取
れた持続可能で活力のある社会を形成していくものである。

一方、低炭素社会に関する研究は、典型的な学際問題である。本プロジェクトは、理論的、
実証的アプローチ、文理融合的研究手法、横断的組織構成と国際連携により研究を遂行した。
具体的には、1）学部・研究科を超えての学際的研究を推進し、若手重視の研究拠点として、
低炭素社会学の研究、形成と普及を目指した。2）パイロットモデル事業による実証研究を通
じて、広域低炭素社会を実現するための戦略的イノベーションを構想し提案した。3）国際的
連携を通じて、低炭素社会を創出する先導的国際拠点の形成を目指し、国際的にリーダーとな
りうる研究人材の育成を図った。4）バックキャスティングの方法を用いた統合評価できるモ
デルを開発し、地域特色を加味した経済、環境と社会の調和がとれた広域低炭素社会「東アジ
ア低炭素化共同体」構想を提案し、それを実現するための道筋を提示した。

本プロジェクトは、「理工学系基盤技術」、「経済システム」および「社会システム」という
3 軸を基盤とした理論・実証的アプローチによって、国際協力を事例として国境を越えた「広
域低炭素社会」の実現に向けた道筋を提示することを目的としていた（図 1 参照）。2008 年 8
月から 2013 年 3 月まで 5 年間にわたって、立命館大学政策科学部、理工学部、産業社会学

図 1　プロジェクト研究内容構成
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部、立命館アジア太平洋大学の教員、博士研究員、大学院生延べ 25 名の研究者により、著書
24 冊、論文（査読あり 73 本、査読なし 20 本）、口頭発表（国内会議 109 回、国際会議 47
回）、博士研究員 9 名を輩出という成果が挙げられた。具体的に、以下の研究テーマが進めら
れた。

1）ハード技術：クリーンエネルギー技術 1）2）、マイクロ水力発電技術 3）、新型風力発電技術
開発、太陽光発電技術 4）5）、水浄化技術 6）7）8）

2）システム技術：大型建築物と工場の省エネシステムデザイン 9）、住宅用太陽光最適化導
入システムデザイン 46）、分散型エネルギー最適化システムデザイン 10）11）12）13）14）、低グ
レードエネルギー（太陽熱、海洋熱、地熱等）利用システムデザイン 15）16）17）、竹林総合
利活用と CDM プロジェクト 18）19）20）

3）国際グランド ‐ デザイン：都市農村連携型システム 21）22）、国際低炭素総合モデルパー
ク構想、東アジア原発安全保障システム構築 23）、東アジア低炭素共同体構想と具現
化 22）24）41）

4）経済社会のエコデザイン：キャップアンドトレードの制度設計、グローバルリサイクル
システムの構築 25）、グローバル炭素移動と責任分担システム 26）、CDM+ESCO 国際互恵
型炭素削減システム 27）、低炭素技術システムのコベネフィット効果の定量評価 28）

5）東日本震災復興システムの設計と提案：日本における原発稼働の有無に関する経済影響
評価 29）30）、「ポスト福島」における日本の原発シナリオの定量評価 31）、国際救援復興ペア
リングシステムの構築 32）、日本震災復興「政策特区」の設計 33）

6）未来型エネルギー技術の経済評価：低出力核融合プラントの経済性評価
7） 経 済・ エ ネ ル ギ ー・ 環 境 統 合 評 価 モ デ ル（Glocal Century Energy Environmental 

Planning, G-CEEP モデル）の開発と計量分析 34）35）36）41）

以下は、上述の研究内容に関する成果の一部をまとめて紹介する。

Ⅲ．広域低炭素社会及び「東アジア低炭素共同体」構築のための
経済社会システム設計

1．都市農村連携によるローカル低炭素社会の構築 9）10）11）37）

（1）都市農村連携型エネルギーシステムのイメージ
現在、エネルギー資源の枯渇化や地球環境問題への関心が高まるなか、省エネルギー、CO2

排出量の削減などの様々な観点からエネルギー利用のあり方が問われている。このような背景
の下、エネルギーを必要とするその地域内で製造・供給するオンサイトシステムである小規模
分散型電源が新しいシステム系として導入されつつある。具体的に、農村部では、林業・農業
廃棄物、畜産排泄物などを収集してコジェネレーションシステム（CGS）の燃料とし熱併給発
電を実施する。地域の自然条件によって、小型水力や風力発電も導入することができる。一
方、都市部では、天然ガスを利用した CGS をベースに太陽電池やバイオマスを付加して複合



政策科学　21 － 3，Mar. 2014

－ 216 －

エネルギー供給を実現することができる。地域内で発生したバイオマスは、その地域内で利用
することが適しているため、バイオマス資源を収集し、ガス化することにより、CGS の燃料
として熱電併給を実施することが通常容易であると考えられる。また、住宅や商業施設の屋上
で PV を導入することができる。農村部のエネルギー需要は都市部より小さいため、農村部で
発生した電力と熱は地区内で消費するだけでなく、都市部へ余剰分の供給が可能である。この
ような都市と農村の相互補完をワークショップ等のもとに導きだし、さらに広域的な都市・農
村エネルギーシステムを構築する（図 2 参照）9）10）11）12）14）21）。

本研究では、都市・農村連携型エネルギーシステムを研究するに当たって、異なる連携主体
による影響を考察するため、連携なしのベースシナリオ以外に、3 つの連携パターンを設定し
て検討を行う。

シナリオ⓪：非連携型（S0）。比較研究を行うため、ベースシナリオとして設定される。都
市部と農村部の電力需要は全て商用電力（主に火力発電所からの発電）から供給される。熱需
要について、都市部は石炭や LPG と都市ガスを燃料としたボイラーより満たす一方、農村部
は主に従来型のバイオマスを利用している（図 3 参照）。

シナリオ①：都市主導型連携（S1）。都市部は地域エネルギーセンターと見られる。天然ガ
スを利用した発電・熱供給、また熱電併給は主な技術と設定する。また、都市部の建物に設置
する屋根型太陽光発電と太陽熱温水器も考慮している。全電力負荷を地域の発電電力のみで処
理できない場合には、不足分を商用系統から買電する。この連携型は既に都市化率が高い地域

図 2　都市・農村連携による地域エネルギーシステムのイメージ
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に適用すると考え、全地域は都市型のエネルギーサービスを利用し、都市のライフスタイルへ
変換するほうが容易である（図 4 参照）。

シナリオ②：農村主導型連携（S2）。農村部は地域の自然エネルギーを利用し、都市部も含
める全地域のエネルギー需要を供給する。太陽エネルギー以外に、農村部のバイオマス資源は
地域の主なエネルギー源として利用される。また、不足分は商用電力とヒートポンプより補足
する。この連携型は農村部が大きい割合を占める地域に適用し、バイオマスエネルギーの利用
を中心とするシステムである（図 5 参照）。

シナリオ③：都市・農村協働型連携（S3）。総合エネルギーシステムの中、都市部と農村部
は協働的な役割を果たす。地域のバイオマスと太陽エネルギーなどの自然エネルギーは出来る
限り利用すると期待される。また、エネルギー供給の安定性を確保するため、天然ガスの利用
や商用電力との連携も必要とされている。この連携型は通用的また効率的なシステムであり、
適用性が最も広いと考えられる（図 6 参照）。
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図 3　シナリオ⓪のエネルギーフロー
（非連携型S0）

図 4　シナリオ①のエネルギーフロー
（都市主導型連携S1）

図 5　シナリオ②のエネルギーフロー
（農村主導型連携S2）

図 6　シナリオ③のエネルギーフロー
（都市・農村協働型連携S3）
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（2）地域エネルギーシステム最適化モデル
図 7 に示すように、地域における電気、ガスなどエネルギー供給料金システム、デマンドサ

イドの熱、電負荷、分散型エネルギー利用の技術情報を整備する。その上でモデルの最適化を
行ない、最適な設備構成と容量を求める。最適化の目標として、設備コストと運用コストを含
んだトータルコストを最小にすることとした。また、エネルギー資源の供給と需要のバランス
を考慮して、設備容量、供給価格、供給内訳及びコストを解析して、複合要素から成り立つエ
ネルギーシステムの運用特性を検討する。解析の対象期間は、計算時間刻みを 1 時間として、
計 1 年間（8,760 時間）としている。

Min　　CTotal ＝ CElec ＋ CFuel ＋ CInv ＋ COM ＋ CCtax － CSal　　（1）

ここに、CTotal ＝トータルコスト、CElec ＝商用電力からの買電費用、CFuel ＝ガスなどの燃料

図 7　最適化モデルの計算フロー
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購入費用、CInv ＝分散型エネルギー技術の初期投資費用、COM ＝システムの運転維持費用、
CCtax ＝炭素税費用、CCtax ＝分散型エネルギーシステムの売電収入。

Cloadm,d,h,u ＝Σ
i

EGeni,m,d,h,u ＋ PElecm,d,h,u ＋ bu・PFuelm,d,h,u

＋Σ
i
（・RHeati,m,d,h,u）　　∀i,m,d,h,u　　（2）

ここに、Cloadm,d,h,u ＝月（m）、時間帯（日 d、時刻 h）及び最終用途別（u ＝電力・冷房・
暖房・給湯）のエネルギー消費量、EGeni,m,d,h,u ＝分散型エネルギー技術（i）の月・時間帯・
用途別の発電量の自家消費量、PElecm,d,h,u ＝月・時間帯・用途別の買電量、PFuelm,d,h,u ＝月・
時間帯・用途別の燃料購入量、RHeati,m,d,h,u ＝技術別・月・時間帯・用途別の熱回収量、bu

＝購入された燃料から有効な利用熱量の割合、ci,u ＝技術（i）から回収された排熱の有効な利
用熱量の割合。

Σ
i

EGeni,m,d,h,u ＋ ESali,m,d,h ≤ DERMaxpi　　∀m,d,h,　　（3）

ここに、ESali,m,d,h ＝技術別・月・時間帯・用途別の分散型エネルギー技術の発電量の売電
電力量、DERMaxpi ＝技術（i）の定格発電容量。

モデルの構築には汎用最適化ツール LINGO を利用し、目標関数及び制約条件によって混合
整数線形最適化を行う。

（3）結果・考察
1）CO2 排出削減の実行可能性と経済性分析

一般に CO2 排出量の削減は、初期投資が高い新エネルギーや再生可能エネルギーを導入す
るため、総エネルギーコストが増加する場合が多く、エネルギーシステム革新の環境メリット
を市場経済化する必要がある。そのため、CO2 の排出削減に価格を付ける市場メカニズムを活
用し、システムの経済性の変化についても考察する。

図 8 に示すように、各シナリオにおいて、システムの実行可能性及び経済性（年間総コスト

図 8　経済性と実行可能性分析

（シナリオ①：都市主導型連携） （シナリオ②：農村主導型連携） （シナリオ③：都市・農村協働
型連携）
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の削減率と示す）は①～④の 4 領域に分けられる。領域①ではシステムが優れた経済性を持っ
ていることを示している。領域②では、システムの経済性が存在するものの、そのインパクト
は大きなものではない。領域③の場合、CO2 の削減目標が達成できるが、経済利益がマイナス
となっている（総コストはベースシナリオと比べ高い）。領域④は実行不可能エリアであり、
CO2 の削減目標が達成できないことを示す。

この結果から、次の 3 点が明らかとなった。第 1 に、シナリオ①においては、CO2 削減率の
増加と共にシステムの経済性を示す限界 CO2 価格も次第に増加する一方、CO2 価格を 10 円 /
kg-CO2 と設定する時に、CO2 の排出削減はより良い経済性を示している。つまり、CO2 価格
の導入により、経済性と環境性との Win-Win の関係を目指すことも期待できるということで
ある。第 2 に、シナリオ②において領域①（優れた経済性）は大幅に増加したが、実行可能エ
リアは減少している。第 3 に、シナリオ③は最も大きな実行可能領域となり、地域の CO2 排
出量が約 80％まで削減できるという点である。

2）CO2 排出削減の費用対効果比較
削減コストは、CO2 排出量を大幅に削減する主な障害の一つである。図 9 に示すように、連

携パターンの異なりにより、CO2 削減コストは大きな差を示している。削減率 10～50% の領
域での最適化結果を見てみると、都市主導型連携（シナリオ①）の削減コストは非連携型より
も高く、ほぼ全領域のコストが「プラス」となっている。都市・農村協働型（シナリオ③）の
削減コストは総じて「マイナス」を示す一方、削減率 25％までは農村主導型連携（シナリオ
②）のほうのコストが最も安価となる。つまり、費用対効果の視点から、「削減率 25％までは
農村主導型連携」、「25％～50％までは都市農村協働型連携」が民生部分における最適化エネル
ギーシステムを構築するもっとも削減コストの低い連携パターンであると考えられる。

また、従来研究より、都市部の資源はかなり限定的であるため、自然エネルギーを最大限に
利用したとしても、CO2 削減のポテンシャルは大きいものではなく、削減コストは高い。その
ため、図 10 に示すように、地域の CO2 排出量を半減するため、約 5 円 /kg- CO2（シナリオ

図 9　CO2 削減率別の削減コスト 図 10　CO2 削減率別の年間電力構成割合
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①）の削減コストが必要である。その一方で、農村部の自然エネルギーは豊富であり、農村主
導型連携（シナリオ②）の場合、CO2 排出量を約 35% まで削減したと仮定しても、エネルギー
システムの総コストはベースシナリオより小さくなる。つまり、CO2 削減は必ずしも費用が増
加することを伴うということではなく、CO2 とコストを同時に削減できる組み合わせもありう
るということである。しかし、CO2 排出量を半減する場合、シナリオ②の削減コストはシナリ
オ①が示すそれを越え、約 7 円 /kg-CO2 となる。この理由としては、図 9 に示すように、CO2

削減率の増大により農村部のバイオマス資源が全て利用され、CO2 排出量を更に削減するに
は、限界削減コストの高い太陽光発電を利用しなければならないからである。一方、都市主導
型連携（シナリオ①）の場合、地域の CO2 排出量を 50％まで削減するには、全ての排出削減
が天然ガスへの燃料転換により達成する。なお、都市・農村協働型システムでは、農村部バイ
オマス、都市部バイオマス、天然ガスと太陽エネルギーのような限界削減コストの低い順に、
順次導入するようになる。

2．国際連携による広域低炭素社会─東アジア低炭素共同体の構築 34）35）36）40）41）

（1）「東アジア低炭素共同体」の提起
本研究では、「東アジア低炭素共同体」構想を提案している。国境を越えた広域低炭素社会

の実現は、温暖化対策に加えて、経済、環境、社会の調和が取れた持続可能で活力のある国際
社会を形成していくものである。このための要素課題及び意義としては、革新的低炭素技術の
開発と既存技術の移転、低炭素化経済産業システムの創出とライフサイクルなど低炭素社会シ
ステムの変革、国際連携によるエネルギー・物質循環のエコデザイン、パイロットモデル事業
を通じて、低炭素社会の実現可能性について先駆的に実証し、持続可能な低炭素社会への移行
過程を具現化するロードマップの提示、アジア地域の低炭素社会建設を誘導する政策提言、日
中戦略互恵関係を具現化するための協力モデルとしての実証研究、などが挙げられる。

この広域低炭素社会の構築は、図 11 に示すように重層的な構造を持っている。
第 1 軸は、「時間」要素である。「共通だが差異のある責任」原則に基づいて、気候変動枠組

みにおけるアジェンダも、国・地域により 3 段階（自発的、自主的、強制的）にわけるべきで
あると考える。中国を事例とすると、～2012 年は自発的段階、2013～2020 年は自主的段階、
2020 年以降は強制的段階とわける。

第 2 軸は、「空間」要素である。都市農村連携によるローカル低炭素化、国境を越えた二国
間連携と東アジア地域を対象とした多国間連携による広域低炭素化の実現が不可欠である。

第 3 軸は、「政策」要素である。個別問題から複雑な問題へ、ローカル問題からグローバル
問題への一石多鳥型統合政策が求められる。特に、途上国の場合は、貧困、公害と地球規模に
置かれている。

第 4 軸は、「結果」要素である。低炭素共同体のメリットを事例で挙げてみよう。2007 年中
国の年間火力発電量は 27229.3 億 kWh、2005 年における日本と中国の石炭火力発電の平均発
電効率はそれぞれ 43％と 32％である。そこで、日本の技術導入によって中国の石炭火力発電
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効率を日本並みに向上できるとすれば、CO2 削減量は年間で 7.1 億トンとなる。ちなみに、日
本の CO2 排出量は 1990 年度 11.43 億トン、2007 年度 13.7 億トンである。すなわち、中国の火
力発電の効率向上だけでの排出削減量は、日本の CO2 排出総量の半分に相当するものとなり、
それに伴うビジネスチャンスと公害汚染物質の削減効果も膨大である。すなわち、「国際互恵
補完関係」を目指す「結果」である。

このように、広域低炭素社会の構築は、地球の持続可能性の達成及び先進国と途上国の持続
可能な開発の実現に寄与するものと考えられる。そこで、革新的な技術の開発と適正技術の移
転、経済社会システムの変革及び戦略的イノベーションによる、国境を越えた広域低炭素社会

「東アジア低炭素共同体」の実現が重大な課題となる。

（2）「東アジア低炭素共同体」の評価モデルの開発
日中韓協力シナリオの構築を目的とし、環境・エネルギー・経済統合評価モデル「Glocal 

Century Energy Environmental Planning モデル（以下 G-CEEP モデル）」を開発した（図 12
参照）。「G-CEEP モデル」は、詳細な技術データベースと人口、GDP、ストックとエネルギー
消費量など現実のデータで推定したパラメータに基づき、「Two-level CES 型生産関数」や

「技術学習効果」などモデリング方法によって、緻密に構築された大規模な非線形最適化評価
モデルである。「トップダウン」と「ボトムアップ」手法の利点を統合したことで、技術に関
する詳細な記述と評価が可能となり、また国際炭素取引市場や CO2 以外の SO2 と NO ｘの同時
削減効果（Co-Benefit 効果）など、環境政策の実施効果に関する評価にも優れている。

「expert-based」限界削減曲線と「model-derived」限界削減曲線の利点を総合し、さらに「線
形逆問題」（linear inverse problem）の解法を用いて各種技術の限界削減コストを計算し、シ

図 11　多重広域低炭素社会─東アジア低炭素共同体の構想図
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ステム内部の相互影響のみならず、各種削減技術のコストの詳細をも反映できる。
本モデルを用い、BAU（business as usual）シナリオと COP15 シナリオ（COP15 で各国が

公示した削減目標）における 2010-2050 年までの日中韓 3 国の CO2 排出削減シナリオを分析
した。特に各国が単独で排出削減目標を達成した場合の GDP 損失を算出し、「低炭素共同体」
実現により経済的に有利であることを明らかにした。また、日中韓排出量取引制度の導入に
よって、日中韓が単独に CO2 排出削減目標を達成する場合に比べて、削減コストを明らかに
下げられることを定量的に示したことは、「東アジア低炭素共同体」構築の有力な根拠となり
える。

（3）結果と考察
①　限界削減費用
限界削減費用（MAC）は、CO2 の排出量を追加的に 1 トン削減するために必要な費用であ

る。図 13、図 14 及び図 15 に示すように、本研究では、日中韓の炭素取引シナリオの限界削
減費用曲線を推定する。

炭素取引で、省エネは、日本にとって最も重要な削減対策となる。省エネの限界削減費用
は、BAU ケースと比較して、59.8 から 50.0 ドル（2000USD、トン当たり）に減少し、それが
日本の総炭素削減量の 59.7％を貢献し、総削減費用は 9.8％を占めている。原子力は、大きな
規模を想定した場合には、日本の総炭素削減量の 28.8％を貢献し、総削減費用は 71.7％を占め
ている。バイオマス、風力及び太陽光発電の導入が 2.9％、1.3％及び 0.1％の日本の総炭素削
減量を貢献し、その削減費用は、3.9％、3.2％及び 0.3％を占めている。

中国では、省エネのために、限界削減費用は 8.2 から 30.3 ドルに増加する。省エネは、取引
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図 12　G-CEEPモデルフローチャート
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なしのシナリオで総炭素削減量の 78.0％を貢献しながら、取引のシナリオでは、総炭素削減量
の 63.5％を貢献している。これは、低限界削減費用で省エネが十分な炭素排出削減を達成でき
ないことを示している。このように、省エネの限界削減費用レベルが上昇する。高炭素集約的
な化石燃料から低炭素集約型までの転換は、炭素排出量を削減するための有効な対策である。
この転換について、限界削減費用は 71.3 から 101.1 ドルに増加し、総炭素削減量の 23.2％を貢
献する。化石燃料のシフト、省エネ及びバイオマスの削減費用は、総削減費用の 32.5％、

図 13　日本の限界削減費用（2020 年）

図 14　中国の限界削減費用（2020 年）

Average marginal abatement cost

Average marginal abatement cost
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26.7％及び 22.3％を占めている。低発電容量のため、原子力削減費用が占める割合は 6.9％で
ある。炭素取引は、中国の国内炭素価格が増加し、各削減対策の削減効率が改善されている、
削減目標を達成することができる。

韓国は、省エネでも重要な削減手段だが、総削減量の 58.8％貢献する。次のオプションは、
原子力、化石燃料のシフト及びバイオマスである。原子力の削減費用は、74.6％を占めてい
る。省エネ、バイオマス及び化石燃料のシフトの削減費用は 11.9％、5.2％及び 1.2％を占めて
いる。限界削減費用は、取引なしのシナリオより、333.9 ドルから 204.1 ドルまでになる。

②　CO2 排出量取引
炭素取引は、炭素クレジットのバイヤー（本研究の日本と韓国）の国内の炭素排出削減量を

低下させ、総削減費用を下げる。発展途上国のための（本研究の中国）、排出量取引からの収
益を獲得し、国内の炭素排出削減レベルを向上させる。結果は、日本が排出量取引で 90.4Mt
炭素を削減し、韓国は炭素取引で 52.6Mt を削減しながら、中国が 143.0Mt を販売しているこ
とを示している。炭素取引により、削減費用が大幅にカットされる。日本も炭素取引がない場
合は、1990 年レベルより 25％炭素排出量削減、484 億ドル（2000USD）の費用が必要とする。
炭素取引では、日本国内の削減コストは 111 億ドルに削減され、総削減費用は、依然として
40.9％減少する。韓国の場合は、炭素総排出量の 24.8％を削減することにより、総削減費用は
20.7 から 12.2 億ドルに減少する。同時に、中国は炭素クレジットを販売から 277 億ドル収益
を得る。中国の総削減費用は、依然として 11.5％減少する。一般的に言えば、既存の炭素強度
においては、先進国の炭素排出量を削減することはコストがかかり、非効率的である。発展途
上国は排出量取引から利益を得、総削減費用を下げることができる。炭素排出量取引は、相対

図 15　韓国の限界削減費用（2020 年）
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的な低削減費用で、気候変動を制御するために使用される市場ベースのアプローチである。こ
の枠組みを利用することで CO2 排出量削減を先進国と発展途上国にウィンウィンの関係をも
たらしながら実現できる。

この研究は、国際的な炭素価格と国内炭素価格を考慮している。国際炭素価格は、炭素排出
量需給曲線から派生限界削減費用曲線を用いて決定され、国内の炭素価格は、国内の削減費用
によって決定される。したがって、国際炭素価格は炭素換算トン当たり 193.8 ドルであると推
定される。国内の炭素価格については、日本は 343.8 から 219.8 ドルに減少し、韓国は 333.9
から 204.1 ドルに減少する。同時に、中国の国内の炭素価格は 19.4 から 61.4 ドルに増加する。
中国の増加の削減費用の一部が炭素クレジットを販売してからの収益によって補償され、炭素
削減と同時に SO2 削減等公害負荷の低減によって環境が改善され、大きなコベネフィット効
果がもたらされる。先進国と発展途上国は、排出量取引から利益を得ることができる。

Ⅳ．今後の展望─「政策工学」の創成

本研究プロジェクトの中心である、サステナブルな広域低炭素社会の構築は、現代的な社会
問題として、政治、行政、経済、経営、短期と長期、ローカルとグローバルなど複雑に絡み
あって総合的な性格をもっている。それを解決するための政策も多元的で、複雑なシステム

（系）となっており、「経験と勘」に頼る政策から「科学的・工学的手法」による政策へと転換
が求められている。また、諸科学で得られた知見や技法をいかに現場にもたらし、現場の課題
をいかに諸科学へフィードバックするかが問われる。そのためには、「実験政策学」「政策実験
論」などの研究・教育分野の確立など、独自の研究方法の確立が重要であると考えられる。
「政策工学」（Policy Engineering）とは、政策ライフサイクルの効率性、有効性、公平性を

時間軸、空間軸、対策軸から分析、立案、実施、評価（検証）を行う学問とする。簡単に言え
ば、政策を工学的手法で最適化し、効用の最大化とコスト（リスク）の最小化を求める学問で
ある。「政策工学」は、自然科学から社会科学まで学問領域を横断し、客観的なデータとモデ
ル分析により社会の諸問題に対して最適解を導き出すアプローチである。このアプローチは、
広く浅く諸問題を鳥瞰し解決法を議論するのではなく、各問題の根底に存在する共通構造を抽
出し、その共通構造のもとに諸問題を体系的に位置付け、システマティックに解決するための
政策展開シナリオを明らかにする。
「政策工学」は、総合性（一つの課題に複数の政策（施策）、または一つの政策が複数の課題

に対処する）、計量性（社会の複雑化に伴い、その政策の費用対効果の数量的把握が不可欠に
なってきている）、最適化性（社会効用の最大化とコスト（リスク）の最小化）並びに理論と
実践の結合性のような特色を持つ学問として位置づける。言わば、多様なアプローチから統合
して、最も適切な方法で複雑な社会問題を解決する最適化な解（政策）を求める超学際的

（Transdisciplinarity）学問である。
日本では、「政策（Policy）」の名前を冠した大学・大学院の学部や学科等が多数創設され
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た。例えば環境問題は「文理融合」のもと、取り組むべき問題の顕著な例であるが、異分野の
研究者が結集しただけでは問題は解決されない。真の「文理融合」は問題対象だけでなく方法
論においても異分野融合が必要なのである。「政策工学」では、自然科学や工学分野で用いら
れる定量的シミュレーション分析にならい、定量的で客観的な政策評価を行う。さらには多様
な価値観を考慮した統合評価指標開発を行い、政策決定過程を円滑化する研究に取り組む。こ
れにより、問題対象の分析から政策提言までの一連のプロセスを、従来の「経験と勘」から

「科学的・工学的手法」に基づくものへ転換させる。
「政策工学」は学問のための学問ではなく、常に実践即ち学問を現実の世界に適用し実施・

実現し、現実の世界を改善することを目指すものである。例えば、気候変動に関する政府間パ
ネル（IPCC）の一連の評価報告書においても、社会経済政策の有効性を検証するため、自然
科学的知見と社会科学的知見を備えた統合評価モデルの分析結果が多数引用されている。
IPCC の評価報告書は政策決定のあり方までは踏み込んでいないが、これからの政策提言は、
定量評価シミュレーション分析に基づいた戦略的かつ体系的、定量的かつ具体的なものでなけ
れば、社会実装に耐えることはできない。

本研究の今後の展開として、「政策工学」という自然科学から社会科学まで学問領域を横断
し、客観的なデータとモデル分析により最適な政策を導き出す学術手法を確立し、社会に発信
することである。これにより、異分野横断的な学問領域を創生するのみならず、社会の政策形
成プロセスを、客観的に検証可能なエビデンスベースのものに変える手法を広く社会の政策決
定者に向け発信する。
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